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◆
平
成　

年
１
月
１
日
現
在
、
市
内
に
住
所
が
あ
り
、
平
成　

２０

１９

年
中
に
給
与
、
年
金
、
家
賃
等
の
収
入
が
あ
っ
た
方
（
年
金
収

入
の
み
の
場
合
、　

歳
未
満
は　

万
円
、　

歳
以
上
は　

万

６５

１０２

６５

１５２

円
を
そ
れ
ぞ
れ
超
え
る
方
が
、
申
告
の
対
象
と
な
り
ま
す
）

◆
非
課
税
所
得
（
遺
族
年
金
・
障
害
年
金
等
）
の
み
の
方
や
所

得
の
な
い
方
で
次
に
該
当
す
る
方

　
�
市
の
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
方

　
�
市
の
介
護
保
険
の
被
保
険
者
（　

歳
以
上
の
方
）

６５

◇
た
だ
し
、
次
の
方
は
申
告
の
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

　
�
所
得
税
の
確
定
申
告
書
を
提
出
す
る
方

　
�
給
与
所
得
の
み
で
、支
払
者
か
ら
給
与
支
払
報
告
書
が
市
に

提
出
さ
れ
る
方（
医
療
費
や
社
会
保
険
料
、扶
養
な
ど
の
所
得

控
除
を
、追
加
で
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
申
告
が
必
要
）

問
合
先　

市
税
務
課
市
民
税
係
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◆
事
業
を
し
て
い
る
方
や
不
動
産
収
入
の
あ
る
方

◆
一
定
の
金
額
を
超
え
る
公
的
年
金
、
満
期
保
険
金
等
の
あ
る
方

◆
給
与
所
得
者
で
次
に
該
当
す
る
方

　
�
給
与
の
年
間
収
入
が
２
千
万
円
を
超
え
る
方

　
�
２
か
所
以
上
か
ら
給
与
を
受
け
て
い
る
方

　
�
給
与
所
得
以
外
の
所
得
が　

万
円
を
超
え
る
方

２０

◇
こ
の
ほ
か
に
も
申
告
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

　
　

問
合
先　

岩
見
沢
税
務
署
個
人
課
税
第
一
部
門　
�
　

局
９
４
５
６

２２

◆
土
地
や
建
物
等
を
売
っ
た
方

　
　

問
合
先　

岩
見
沢
税
務
署
資
産
課
税
部
門　
�
　

局
９
４
６
２

２２

◇
申
告
期
限
間
近
に
な
る
と
、
大
変
混
雑
し
ま
す
。
申
告

書
は
「
前
年
の
申
告
書
控
」
や「
確
定
申
告
の
手
引
き
」

な
ど
を
参
考
に
自
分
で
作
成
し
て
、
税
務
署
の
窓
口
や

送
付
に
よ
り
早
め
に
提
出
し
ま
し
ょ
う
。

◇
確
定
申
告
書
は
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の「
確
定
申
告

書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
」で
簡
単
に
作
成
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

◇
e
l
T
a
x（
国
税
電
子
申
告
・
納
税
シ
ス
テ
ム
）も
ご

利
用
く
だ
さ
い
。
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局
0
8
1
0
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（
代
表
）

インターネットでの検索は
「国税庁」で一発検索

�� ������������ ���� � �� ��

�����������������

◆
印
鑑

◆
給
与
や
年
金
な
ど
の
源
泉
徴
収
票
（
原
本
）

◆
収
入
や
必
要
経
費
を
集
計
し
た
書
類
（
収
支
内

訳
書
な
ど
）

◆
各
種
所
得
控
除
の
証
明
書
（
医
療
費
・
国
民
健

康
保
険
料
・
介
護
保
険
料
・
社
会
保
険
料
・
寄

付
金
の
領
収
書
、
国
民
年
金
保
険
料
・
生
命
保

険
料
・
地
震
保
険
料
・
旧
長
期
損
害
保
険
料
の

控
除
証
明
書
、
障
害
者
手
帳
・
障
害
者
控
除
対

象
者
認
定
書
な
ど
）

◆
振
込
先
口
座
番
号
（
還
付
申
告
の
場
合
）
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�
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�－���を使うと自宅のパソ 
 コンから申告などの手続き
が簡単にできます。

���������������

������� �－���で所得税の申告をすると
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確
定
申
告
を
す
る
義
務
の
な
い
方
で

も
、
還
付
申
告
を
す
る
と
源
泉
徴
収
さ
れ

た
所
得
税
が
戻
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

◆
ロ
ー
ン
に
よ
り
住
宅
を
取
得
し
た
場
合

◆
医
療
費
を
一
定
額
以
上
支
払
っ
た
場
合

◆
年
の
途
中
で
退
職
し
、
再
就
職
し
て
い

な
い
方
な
ど

受
付
・
問
合
先　

岩
見
沢
税
務
署
個
人
課
税

第
一
部
門　
�
　

局
９
４
５
６

２２

�
�
�
�
���

�
�

日　

時　

２
月　

日�
 
午
前　

時
か
ら
午
後
４
時

２３

１０

会　

場　

ま
な
み
ー
る
（
９
西
４
）

対　

象　

給
与
所
得
者
、
年
金
受
給
者
等
で
医
療

費
控
除
や
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
な

ど
の
還
付
申
告
を
す
る
方
や
年
末
調
整

を
し
て
い
な
い
方

問
合
先　

北
海
道
税
理
士
会
岩
見
沢
支
部
（
谷
勲

税
理
士
事
務
所
内
）

�
　

局
３
１
５
８

２２

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
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◆
個
人
で
事
業
を
し
て
い
る
方

◇
所
得
税
の
確
定
申
告
を
行
う
方
は
、
申

告
の
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
年

の
中
途
で
事
業
を
廃
止
し
た
と
き
な
ど

は
、
廃
止
の
日
か
ら
１
か
月
以
内
に
申

告
が
必
要
で
す
。

申
告
期
限  
３
月　

日�
１７

問
合
先　

空
知
支
庁
課
税
課
事
業
税
係

　
　
　
　
�
　

局
０
０
５
０

２０
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申
告
期
限　

３
月　

日�
１７

問
合
先　

岩
見
沢
税
務
署
資
産
課
税
部
門 

　
　
　
　
　
�
　

局
９
４
６
２

２２

�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
	


�
�
�

申
告
期
限　

３
月　

日�
３１

問
合
先　

岩
見
沢
税
務
署
個
人
課
税
第
一
部
門

　
　
　
　
　
�
　

局
９
４
５
６

２２
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障
害
者
手
帳
等
の
交
付
を
受
け
て
い
な
い　

歳
６５

以
上
の
方
で
も
、
介
護
保
険
法
の
要
介
護
認
定
者

で
、
当
該
年
度
の　

月　

日
現
在
の
状
態
が
、
一
定

１２

３１

の
基
準
に
該
当
す
る
方
は
、
所
得
税
と
市
・
道
民
税

の
障
害
者
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
要
介
護
認
定
者
が
、
必
ず
し
も
控
除
の
対
象
に

な
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
詳
し
く
は
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

問
合
先　

市
高
齢
・
介
護
室
介
護
保
険
係
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税
源
移
譲
に
伴
う
所
得
税
の

減
額
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
受
け
て

い
た
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額
が
減

る
場
合
が
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
場
合
、
控

除
し
き
れ
な
か
っ
た
額
を
、
平
成　

年
度

２０

の
市
・
道
民
税（
所
得
割
）か
ら
控
除
で
き

ま
す
。

申
告
期
限　

３
月　

日�
１７

対
象　

平
成　

年
か
ら　

年
末
ま
で
に
入

１１

１８

居
し
、
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
を

受
け
て
い
る
方

申
告　

平
成　

年
分
の
所
得
税
か
ら
控
除

１９

し
き
れ
な
い
額
が
あ
っ
た
場
合
、
市
税

務
課
市
民
税
係
お
よ
び
各
支
所
の
窓
口

に
備
え
付
け
の
、「
市
町
村
民
税
道
府
県

民
税
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
申

告
書
」を
、
平
成　

年
１
月
１
日
現
在

２０

に
お
住
ま
い
の
市
区
町
村
へ
提
出
（
申

告
書
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も

入
手
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
）

※
平
成　

年
度
以
降
も
毎
年
申
告
が
必
要

２０

で
す
。（
平
成　

年
度
分
ま
で
適
用
）

２８

�������	

��
����������

申告期間申告に必要なもの提出先

３月１７日�まで
住宅ローン控除申告書、源泉徴
収票（原本）、印鑑、年末時点の
住宅ローン残高が分かるもの

市区町村確定申告をしない方

２月１８日�～
３月１７日�

住宅ローン控除申告書、確定申
告に必要な書類、印鑑税務署

確定申告をする方

※所得税の確定申告書と一緒に提出可

�市・道民税の住宅ローン控除のイメージ

（単位：円）

負担額住宅ローン控除額納付すべき税額�����

１９６,０００２６３,０００１９６,０００市・道民税

２６３,０００２６３,０００２６３,０００所 得 税

１９６,０００２６３,０００４５９,０００合　　　計

（単位：円）

負担額住宅ローン控除額納付すべき税額�����

２９３,５００２６３,０００２９３,５００市・道民税

２６３,０００１６５,５００１６５,５００所 得 税

�������１６５,５００４５９,０００合　　　計

（単位：円）

負担額住宅ローン控除額納付すべき税額�����

１９６,０００２９７,５００２９３,５００市・道民税

２６３,０００１６５,５００１６５,５００所 得 税

�������２６３,０００４５９,０００合　　　計

�����

������

税源移譲の前後で負担額は変わらない

控除額が減少し、負担額が増加する

���������������

 �住宅ローン控除のモデル 【夫婦２人と子ども２人  給与収入７００万円（住宅ローン控除可能額２７万円）の場合】

※モデルは、子どものうち１人が特定
扶養親族に該当し、一定の社会保険
料が控除されるものとして計算して
います。
　また、住宅ローン控除額は、一定の
条件で試算した場合の例です。
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Ｑ　

市
・
道
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額

は
ど
の
よ
う
に
決
ま
る
の
？

Ａ　

市
・
道
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額

は
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
可
能
額
と
税
源

移
譲
前
の
税
率
を
用
い
て
算
出
し
た
所

得
税
額
の
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額
か

ら
、
所
得
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
額
を

差
し
引
い
た
金
額
と
な
り
ま
す
。

Ｑ　

ど
う
い
う
場
合
に
、
市
・
道
民
税
の

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
対
象
に
な
る
の
？

Ａ　

給
与
所
得
者
の
方
は
、
平
成　

年
分 

１９

給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
の
摘
要
欄
に

「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可
能
額
」が

記
載
さ
れ
て
い
て
、
こ
の
金
額
が
源
泉

徴
収
票
の
「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

の
額
」よ
り
大
き
い
場
合
に
、
市
・
道
民

税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
と
な
り
ま
す
。

Ｑ　

平
成　

年
以
降
に
入
居
し
た
場
合

１９

は
？

Ａ　

市
・
道
民
税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の

適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。
別
途
所
得
税
に

お
い
て
、
新
た
な
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
制

度
の
特
例
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
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所
得
税
率
の
変
更
に
伴
う
税
負
担
の
軽

減
の
影
響
を
受
け
ず
、
市
・
道
民
税
率
の

変
更
に
よ
る
税
負
担
の
増
加
の
影
響
の
み

を
受
け
る
方
は
、
す
で
に
納
付
済
み
の
平

成　

年
度
分
市
・
道
民
税
か
ら
、
税
源
移

１９
譲
に
よ
り
増
額
と
な
っ
た
市
・
道
民
税
相

当
額
を
減
額
し
ま
す
。

申
告
期
間　

７
月
１
日�
か
ら　

日�
３１

対
象　

平
成　

年
中
の
所
得
が
大
き
く
下

１９

が
り
、
所
得
税
が
か
か
ら
な
く
な
っ
て

し
ま
っ
た
方
で
、
次
の
要
件
を
両
方
と

も
満
た
す
方　

▼
平
成　

年
度
の
市
・
道
民
税
の
課
税
所

１９

得
金
額
（
申
告
分
離
課
税
分
を
除
く
）

が
、
所
得
税
と
の
人
的
控
除
額
の
差
額

よ
り
も
大
き
い
方

▼
平
成　

年
度
の
市
・
道
民
税
の
課
税
所

２０

得
金
額
（
申
告
分
離
課
税
分
を
含
む
）

が
、
所
得
税
と
の
人
的
控
除
額
の
差
額

以
下
の
方

※
人
的
控
除
と
は
、
配
偶
者
控
除
や
扶
養
控

除
、
基
礎
控
除
な
ど
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

計
算
方
法　

平
成　

年
度
の
合
計
課
税
所

１９

得
金
額
に
、
税
源
移
譲
後
の
税
率
を
適

用
し
て
、
調
整
控
除
を
行
っ
た
後
の
税

額
か
ら
、
税
源
移
譲
前
の
税
率
を
適
用

し
て
計
算
し
た
税
額
を
差
し
引
い
た
額

を
減
額
し
ま
す
。

申
告
先　

平
成　

年
度
分
の
個
人
住
民
税

１９

が
課
税
さ
れ
て
い
る
市
区
町
村
（
平
成

　

年
１
月
１
日
現
在
の
住
所
所
在
地
）

１９に
、
減
額
申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
他
の
市
区
町
村
へ
転
居
し
た
方

は
、
申
告
先
を
間
違
わ
な
い
よ
う
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

※
こ
の
経
過
措
置
の
詳
細
は
、
広
報
６
月

号
で
お
知
ら
せ
す
る
予
定
で
す
。
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老
年
者
の
非
課
税
措
置
（　

歳
以
上
で

６５

所
得
金
額　

万
円
以
下
の
方
が
該
当
）

１２５

が
、
平
成　

年
度
課
税
分
以
降
、
廃
止
さ
れ

１８

た
こ
と
に
伴
い
、
こ
れ
ま
で
２
年
間
に
渡
っ

て
行
わ
れ
て
き
た
経
過
措
置
が
、
平
成　

年
２０

度
課
税
分
か
ら
適
用
さ
れ
な
く
な
り
ま
す
。
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近
年
多
発
し
て
い
る
地
震
災
害
を
受
け
、

災
害
時
に
、
自
ら
の
財
産
を
守
り
、
将
来
的

な
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
に
、
こ
れ
ま

で
の
損
害
保
険
料
控
除
が
廃
止
さ
れ
、
地

震
保
険
料
控
除
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

な
お
、
経
過
措
置
と
し
て
、
平
成　

年
１８

末
ま
で
に
締
結
し
た
長
期
損
害
保
険
（
保

険
期
間
が　

年
以
上
で
満
期
返
戻
金
の
あ

１０

る
保
険
）
の
契
約
に
限
り
、
控
除
の
対
象

に
な
り
ま
す
。（
こ
れ
ま
で
の
短
期
損
害

保
険
料
控
除
は
廃
止
）
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控　 除 額加入している保険

支払った保険料の２分の１（上限２５,０００円）地震保険のみ加入

支払った保険料全額５,０００円以下������
平成１８年１２月３１日までに契約
した長期損害保険のみに加入

（支払った保険料）×１/２＋２,５００円５,０００円超１５,０００円以下

１０,０００円１５,０００円超

それぞれの控除額を合計して２５,０００円
ただし、長期損害保険部分は上限１０,０００円

長期損害保険と地震保険の複数
の保険に加入

長期損害保険料控除と地震保険料控除のどちらかを選択
１つの保険契約で、長期損害保
険と地震保険が備わっている保
険に加入

���������������


